
 

 

 

大田区重度障害者等就労支援特別事業 

 

利用の手引き 

 

 

 

 

令和８年４月 

 

大田区福祉部障害福祉課 

 

 



  1 

 

１ 事業の概要  

  大田区重度障害者等就労支援特別事業は、雇用施策との連携による重度障害者等就労支

援特別事業として、大田区重度障害者等就労支援特別事業実施要綱（以下「要綱」とい

う。）に基づき実施しています。 

  重度障害者等（重度訪問介護、同行援護、行動援護を利用する方）が就労するために必

要な支援体制を構築し、現行の障害福祉サービス等において「経済活動」を理由にサービ

スの利用ができない時間がある方に対して、通勤や職場における必要な身体介護等を支援

します。 

   

 

２ 用語の定義  

用語 意味 

重度障害者等 障害者総合支援法第５条第３項に規定する重度訪問介護、

同条第４項に規定する同行援護又は同条第５項に規定する

行動援護（以下「重度訪問介護等」という。）の支給決定

を大田区から受けている者 

民間企業 障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促

進法」という。）第 49 条第１項に規定する助成金（以下

「助成金」という。）の支給決定を受けている事業主 

ＪＥＥＤ 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の通称で、

民間企業に対し雇用助成金の支給を行う法人 

自営業者等 民間企業で雇用される者及び国家公務員、地方公務員、国

会議員、地方議会議員等の公務部門で雇用等される者その

他これに準ずる者以外の者 

就労支援事業者 障害者総合支援法第 36 条第１項に規定する指定障害福祉

サービス事業者の指定を受けている者のうち、重度訪問介

護等の事業を行う事業者 

特定相談支援事業者 障害者総合支援法第 51 条の 17 第１項に規定する特定相談

支援事業者及び介護保険法第７条第５項に規定する介護支

援専門員 

支援計画書 重度障害者等の通勤及び職場等における支援について、支

援の対象範囲を明確にするため、民間企業及び自営業者等

が主体となって必要な支援を取りまとめた計画書 
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３ 対象者  

 以下の要件をすべて満たしている区民の方が本事業の対象となります。 

 （１）重度訪問介護、同行援護、行動援護のいずれかの支給決定を大田区から受けてい

る方 

 （２）民間企業に雇用されている方又は自営業者等の方（注１） 

 （３）１週間の所定労働時間が 10 時間以上であること（注２） 

 （４）本事業の活用により所得の向上が見込まれる方 

注１ 国家公務員、地方公務員、国会議員、地方議員等の公務部門で雇用される

方、就労継続支援Ａ型事業所の利用者は対象外です。 

注２ 民間企業に雇用されている方で、１週間の所定労働時間が 10 時間未満であ

っても、当該年度末までに 10 時間以上に引き上げることが支援計画書で確

認できる方は、対象者に含まれます。 

 

４ 支援の内容  

 （１）民間企業に雇用されている方 

   ＪＥＥＤの助成金を活用した職場介助や通勤援助以外の部分について、本事業によ

り障害福祉サービス（重度訪問介護等）と同等の支援を行います。 

 助成金による支援 本事業による支援 

職場支援 

業務に必要な介助等 

①パソコンの準備や調整 

②文書の朗読や作成 

③書類等の整理 

④業務上の外出支援   等 

業務外の福祉的支援 

①トイレ介助・食事介助・給水 

②姿勢の調整 

③喀痰吸引 

④安全確保のための見守り  等 

→助成金を活用してもなお、 

支援の必要性が残る部分及び 

 上記①～④等の助成金対象外の

支援 

通勤支援 利用開始後各年度３か月目まで 利用開始後各年度４か月目から 

 

 （２）自営業者等の方 

 助成金による支援 本事業による支援 

職場支援 
対象外 

業務に必要な介助等 

＋ 

業務外の福祉的支援 

通勤支援 利用開始後１か月目から 
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大田区

本人

企業（事業主）

雇用 関係

申請 支給決定
職場支援【上限200時間／月】

（身体介護や移動の支援、見守り等）

通勤支援

（４か月目以降）

重度訪問介護等事業所

通勤支援

（３か月目まで）

職場支援

（パソコンの準備・操作代行、書類整理等）

本事業による支援

JEED助成金による支援

（企業が実施）

サービス

提供

① ②

③

＜支援のイメージ図（民間企業に雇用されている方）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 就労支援事業者  

  障害者総合支援法第 36 条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者の指定を受け

ている者のうち、重度訪問介護等の事業を行う事業者をいいます。 

  本事業による支援を提供する前に、区と協定を締結します。 

 

 

６ 利用時間数の上限  

  利用者からの聴き取り等により作成する『支援計画書』をもとに、以下の時間の範囲

内で支給決定します。 

区分 利用上限時間 

通勤支援 通勤に要する時間 

職場等における支援 
月 200 時間 

（１日あたり８時間を目安とする） 
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●　民間企業に雇用されている方が利用する場合は、企業（事業主）が

　主体となって利用希望者と連携しながら作成することとなりますが、

　相談支援事業所や区と連携、相談の上作成してください。

●　自営業者等の方が利用する場合は、利用希望者が相談支援事業所や

　区と連携、相談の上作成してください。

●　作成した支援計画書は、企業（事業主）を通じてJEEDに提出し、

　JEEDからの確認を受けてください。（※自営業者等は直接区へ提出）

●　お住まいの地域を管轄する地域福祉課へ次の書類を提出してください。

① 重度障害者等就労支援特別事業支給（変更）申請書兼

利用者負担額減額・免除（変更）申請書（第１号様式）

② 支援計画書（民間企業に雇用されている方はJEED確認済のもの）

③ 民間企業で雇用されていることを証する書類の写し

又は　自営業者等であることを証する書類の写し

④ 大田区が発行した重度訪問介護等の受給者証の写し

⑤ 委任状（第９号様式）

●　審査の結果支給が認められた場合は、区から「重度障害者等就労支援

　特別事業支給決定通知書兼利用者負担額減額・免除決定通知書」を送付

　します。

●　支給決定者は、重度訪問介護等事業者と利用契約を結び、サービスの

　利用を開始します。

※「支援計画書」とは、重度障害者等

の通勤や職場等の支援に当たり、支援

対象範囲を明確にし、必要な支援をま

とめたものです。

支援計画書（※）の

作成・確認

申 請

支給決定・サービス開始

７ 利用者負担  

  原則、本事業による支援の提供に要した費用の１割が利用者負担となります。 

  ただし、利用者本人と配偶者の特別区民税所得割額に応じ、以下の月額が利用者負担

上限額となります。 

 ※重度訪問介護等との合算は行いません。各サービスで利用者負担上限額が適用されます。 

 

区分 利用者負担上限月額 

生活保護世帯 ０円 

区市町村民税非課税世帯（低所得） ０円 

区市町村民税課税世帯 

（一般） 

区市町村民税均等割又は 

所得割額年 16 万円未満 
９，３００円 

区市町村民税所得割額 

年 16 万円以上 
３７，２００円 

 

 

８ 利用の流れ  
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９ 支援計画書作成の支援  

 支援計画書の作成については、特定相談支援事業所に相談して作成することを推奨しま

す。 

特定相談支援事業所が協力して支援計画書を作成した場合（新規・更新）、事業所は区に

費用を請求することができます。これについて利用者の自己負担はありません。 

 ※特定相談支援事業所が支援計画書作成支援費を請求する場合、事前に利用者が区に 

支給申請を行う必要があります。 

 

 

10 変更申請  

 支給決定の有効期間中において、申請した内容に変更があった場合（支給量の変更、氏

名・住所の変更、就労状況等）は、重度障害者等就労支援特別事業支給（変更）申請書兼

利用者負担額減額・免除（変更）申請書（第１号様式）により申請してください。 

 

 

11 更新申請 

支給決定の有効期間は、支給決定の日から重度訪問介護等の支給決定期間の末日までで

す。当該サービスの継続利用を希望する場合には、お住まいの地域を管轄する地域福祉課

又は地域健康課にて、更新手続きが必要となります。 
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12 問合せ先  

 

（１）利用者の申請相談・支給決定に関すること 

庁舎 対象者 問合せ先 電話番号 FAX 番号 

大森地域庁舎 

〒143-0015 

大森西１-21-１ 

身体障がい 
地域福祉課 
身体障害者支援 

03-5764-0657 

03-5764-0659 

知的障がい 
地域福祉課 
知的障害者支援 

03-5764-0710 

精神障がい 

【申請相談】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(こころの健康相談) 

03-6436-8750 

【支給決定】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(医療費助成) 

03-5764-0696 

難病等 

【申請相談】 
地域健康課 
健康事業係 

03-5764-0662 

【支給決定】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(医療費助成) 

03-5764-0696 

調布地域庁舎 

〒145-0067 

雪谷大塚町４-６ 

身体障がい 
地域福祉課 
身体障害者支援 

03-3726-2181 

03-3762-5070 

知的障がい 
地域福祉課 
知的障害者支援 

03-3726-6032 

精神障がい 

【申請相談】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(こころの健康相談) 

03-6425-7555 

【支給決定】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(医療費助成) 

03-3726-4139 

難病等 

【申請相談】 
地域健康課 
健康事業係 

03-3726-4147 03-3762-6331 

【支給決定】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(医療費助成) 

03-3726-4139 03-3762-5070 
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庁舎 対象者 問合せ先 電話番号 FAX 番号 

蒲田地域庁舎 

〒144-0053 

蒲田本町２-１-１ 

身体障がい 
地域福祉課 
身体障害者支援 

03-5713-1504 

03-5713-1509 

知的障がい 
地域福祉課 
知的障害者支援 

03-5713-1507 

精神障がい 

【申請相談】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(こころの健康相談) 

03-6424-5040 

【支給決定】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(医療費助成) 

03-5713-1383 

難病等 

【申請相談】 
地域健康課 
健康事業係 

03-5713-1702 03-5713-0290 

【支給決定】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(医療費助成) 

03-5713-1383 03-5713-1509 

糀谷・羽田 

地域庁舎 

〒144-0043 

東糀谷１-21-15 

身体障がい 
地域福祉課 
身体障害者支援 

03-3743-4281 

03-6423-8838 

知的障がい 
地域福祉課 
知的障害者支援 

03-3741-6526 

精神障がい 

【申請相談】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(こころの健康相談) 

03-6423-8892 

【支給決定】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(医療費助成) 

03-3741-6682 

難病等 

【申請相談】 
地域健康課 
健康事業係 

03-3743-4163 

【支給決定】 
地域福祉課 
精神障害者支援・ 
難病医療費助成 
(医療費助成) 

03-3741-6682 

（２）制度全般、事業者からの請求に関すること 

課（所在地） 問合せ先 電話番号 FAX 番号 

障害福祉課 

（蒲田５-13-14） 
障害者支援（障害事業） 03-5744-1251 03-5744-1555 
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13 Ｑ＆Ａ  

 

 Ｑ Ａ 

１ 重度訪問介護、同行援護、行動援護の対象

者要件を満たしていますが、支給決定を受

けていません。本事業を利用できますか。 

支給決定を受けていないと本事業を利用す

ることはできません。 

２ 同行援護の支給決定を受けていて、在宅就

労をしています。本事業を利用できます

か。 

利用者の障害状況等を勘案した上で、同行

援護を利用している方の在宅就労時の居宅

での支援が認められる場合があります。 

区にご相談ください。 

３ 民間企業に雇用されていますが、１週間の

所定労働時間が 10 時間未満です。本事業

を利用できますか。 

原則１週間の所ー定労働時間が 10 時間以

上の方が本事業の対象者となります。 

ただし、10 時間未満であっても、当該年

度末までに 10 時間以上に引き上げること

が支援計画書で確認できる方は、対象者に

含まれます。 

４ 民間企業に雇用されていますが、企業側が

障害者雇用促進法第 49 条第１項に規定す

る助成金の支給決定を受けていません。本

事業を利用できますか。 

原則、利用者から企業へ、助成金申請の働

きかけをしていただきます。 

助成金の活用が困難な場合は、自営業者等

と同等の支援が認められる場合があります

ので、区にご相談ください。 

５ 支援計画書の作成を特定相談支援事業所に

依頼したいです。どうすれば良いですか。 

まずは、重度訪問介護等の支給決定を行っ

ている地域福祉課へご相談ください。 

支援計画書作成協力依頼の意思を確認次

第、障害福祉課から特定相談支援事業所へ

連絡します。 

６ 障害福祉サービスと併せて介護保険サービ

スも利用しています。支援計画書の作成を

ケアマネージャーに依頼しても良いです

か。 

ケアマネージャーが作成しても問題ありま

せん。 
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 Ｑ Ａ 

７ 通勤支援を利用中に買い物等の寄り道は可

能ですか。 

労働者災害補償保険法における通勤災害の

考え方に準じ、移動の経路を逸脱し、又は

移動を中断した場合には、逸脱・中断の間

又はその後の移動は通勤とは認められない

ため、本事業の対象外です。 

ただし、逸脱又は中断が日常生活上必要な

行為である場合は、逸脱・中断の間を除き

通勤と認め、本事業の対象となります。 

＜日常生活上必要な行為の例＞ 

・日用品の購入その他それに準ずる行為 

・選挙権の行使その他それに準ずる行為 

※通院については、職場から病院到着まで

は本事業を、病院到着から自宅までは通院

等介助を利用してください。 

８ 通勤支援について、ヘルパーの交通費は誰

が負担するのですか。 

利用者が負担します。 

９ 利用者負担は誰に支払うのですか。 支援を提供した就労支援事業者からの請求

に基づきお支払いください。 

10 職場の異動により業務内容が変更となりま

した。支援計画書を作成し直し、再度提出

する必要がありますか。 

業務内容の変更や転勤等により、支援の内

容や時間数が変更になる場合は、支援計画

書の再提出が必要です。 

①支援内容が変更となる場合 

 ・支援計画書 

 を地域福祉課へ提出してください。 

②支援時間数が変更となる場合 

 ・重度障害者等就労支援特別事業支給

（変更）申請書兼利用者負担額減額・

免除（変更）申請書（第１号様式） 

 ・支援計画書 

 を地域福祉課へ提出してください。 

※支援計画書更新の場合も指定相談支援事

業所に作成協力依頼をすることができま

す。（Ｑ５参照） 

 


